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　IFRS15及びTopic 606は、現行のIFRSとUS-
GAAPの収益認識の処理問題について、次の
ような問題点に対処するために開発されたも
のである。（a）概念フレームワークにおける
収益の定義とIAS18及びIAS11における損益
計算書に主眼を置いた収益認識アプローチと
の不都合（IFRS）、（b）複数要素契約などの
取引の会計処理に関する明確なガイダンスの
欠如（IFRS）、（c）業種又は取引ごとに多数
の収益認識に係るガイダンスが存在するが、
それらのガイダンス間の不都合（US-GAAP）、
（d）収益認識に関する不十分なディスクロー
ジャー（IFRS及びUS-GAAP）などである）。
　日本の企業会計基準委員会（ASBJ）は
2016年からIFRS15を踏まえた包括的な収益
認識基準の開発に関する検討作業を開始し、
2018年３月26日に、企業会計基準第29号及び
企業会計基準適用指針第30号を公表した１）。
その主な内容はIFRS15やUS-GAAPのTopic606
と基本的に同一である。日本国内のすべての
株式会社は、この新しい収益認識基準の適用
開始に向けて、企業内の体制を整備するとい
う課題に直面しており、IFRS15が各企業に
及ぼす影響は各企業における現行の収益認識
実務に左右される。この新収益認識基準の適
Ⅰ　問題意識
　収益は企業の主な営業活動からの成果を表
示するものとして、企業の経営成績を表す重
要な財務情報である。最近の企業活動におい
ては、複合取引や商慣習の変革に伴い、多様
な取引に適用可能な会計基準の必要性が高
まっている。2002年５月から、国際会計基準
審議会（IASB）と米国の財務会計基準審議
会（FASB）は収益認識に関する共同プロジェ
クト作業を開始した。その結果、次のような
基準が設定された。（a）IASB IFRS第15号「顧
客との契約から生じる収益」（IASB, 2014）。
（b）FASB ASC第606号「顧客との契約から
生じる収益（Topic 606）」（FASB, 2014）で
ある。
　IASBが設定したIFRS15は、企業の重要な
数値である売上高に関わる会計基準であり、
FASBの「Topic 606」も実質的にそれと同じ
内容の会計基準である。また、I A S B は、
IFRS15において、履行義務の識別、本人当
事者か代理人かの検討、知的財産のライセン
ス及び履行措置などの４つの論点について改
訂を行い、2016年４月に「IFRS15の明確化」
を公表した。
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き収益の額の算定のことである。また、ステッ
プ５は収益の認識時点の決定のことである。
従って、収益は、企業が財又はサービスを顧
客に移転（支配の移転）することにより、資
産が増加又は負債が減少したときに認識され
る。
２　IFRS15の特徴
　IFRS15では、契約の概念が重要であり、
書面によるものに加えて、口頭や、商慣習で
の暗示も含まれる。IFRS15によれば、契約
とは強制可能な権利及び義務を生じさせる複
数の当事者間の合意といい、次の５要件のす
べてを満たす契約を対象とする（IFRS15, 
par.9）。すなわち、（a）契約の当事者が契約
を承認し、義務の充足を確約している。（b）
移転させる財・サービスに関する各当事者の
権利を識別できる。（c）移転させる財・サー
ビスに関する支払条件を識別できる。（d）契
約に経済的実質があり、将来キャッシュ・フ
ローが見込まれる。（e）対価の回収可能性が
高いことである。IAS 32による契約の定義は、
契約が法のもとで強制可能であることを要求
していないが、IFRS15による契約の定義は
法的に強制可能か否かに焦点を当てている。 
　従って、契約実務として、契約書が締結さ
れるまで契約の有無について評価及び管理し
ていない場合には、適時に口頭による合意又
は商慣習による黙示的な合意を網羅的に識別
し、法務部門の関与を含め、これら合意が
IFRS15の下で契約の定義及び要件を満たす
か否かを検討するプロセスを構築する必要が
ある（新日本有限責任監査法人2017, 45-46
頁）。また、IFRS15における履行義務とは、
顧客に財・サービスを提供する義務をいい、
契約によって生じる。例えば商品の販売であ
用により、収益認識の単位、金額、タイミン
グが変わる可能性がある。
　本論文は、まず、IFRS15の考え方につい
て考察を行ったうえで、IFRS15の適用によ
る主な業種（小売業、製造業、建設業）への
影響に関して、日本の実務との比較の観点か
ら考察したものである。
Ⅱ　IFRS第15号の概要とその特徴
１　IFRS第15号の概要
　IFRS15の中心となる原則は、「企業が収益
認識を、約束した財又はサービスの顧客への
移転を当該財又はサービスと交換に企業が権
利を得ると見込む対価で収益を認識する」こ
とである（IFRS15, par.2）。この原則を達成
するために、 IFRS15は次のような５つのス
テップによる収益認識モデル（顧客対価モデ
ル）を定めている。
（a）ステップ１：顧客との契約の識別（会計
処理の対象となる契約を特定する）
（b）ステップ２：契約における履行義務の識
別（収益を履行義務単位で認識するため、
契約を各履行義務に区別する）
（c）ステップ３：取引価格の算定（顧客から
受け取る対価に基づいて取引価格を測定
する）
（d）ステップ４：取引価格の各履行義務へ
の配分（企業は各履行義務が充足された
時に収益として認識される金額を決定す
る）
（e）ステップ５：収益の認識（企業は財又は
サービスの支配が顧客に移転し、履行義
務を充足した時点で収益を認識する）。
　この収益認識モデルにおいて、ステップ１
とステップ２は会計処理の単位の決定のこと
であり、ステップ３とステップ４は認識すべ
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義務に配分することを求めている。また、ポ
イント制度による値引きの見積りについては、
過去のポイントの消化率の実績などを用いて
計算する必要がある。ライセンスの収益認識
においては、顧客がどのように知的財産に接
することができるかが要点となる。
　収益の認識の仕方は、（a）一時点で充足（支
配が顧客に移転した時で収益認識）、（b）一定
の期間にわたり充足（履行義務の完全な充足
に向けた進捗度に応じて収益認識）という２
つの方法がある。小売業における影響分析に
ついては、＜表１＞のように、消化仕入、ラ
イセンスの供与、ポイント制度、返品権付販
売を中心に考察する。
２．消化仕入についての検討
　消化仕入とは、テナント店との間で商品売
買契約を締結し、商品が店頭において販売さ
れたときに仕入れる取引方法であり、百貨店
やスーパーをはじめとする小売業の特徴的な
取引形態である。消化仕入の場合、販売価格
の決定権や在庫の陳腐化リスクの負担などに
ついてはテナント店にあることが一般的であ
る。小売業を営む百貨店やスーパーでは、商
品が顧客に販売されるまで仕入は行わず、商
品の支配権はテナント店の管理下にあること
が多い。すなわち、百貨店やスーパーでは、
価格 決定や商品の所有に伴う陳腐化リスク
の負担はなく、 これらはテナント店で担って
いることが多いと考えられる４）。
　百貨店やスーパーでは顧客への販売までに
支配の移転がないと判断される場合があり、
その場合には代理人と判断され、売上高は純
額表示となる。そのため、小売業者（店舗）
では在庫リスクを負担していないため代理人
に該当した利益額（手数料相当額）のみを売
れば商品の引き渡しが履行義務である。履行
義務の価値はその対価の価値に等しい。
　このように、IFRS15の要点は、支配の移
転の概念による収益認識、顧客との契約にお
ける権利（契約資産）と義務（契約負債）に
焦点を置くことである２）。IFRS15は、どのよ
うな単位で、いつ、いくらで収益を認識すべ
きかを定めた基準であり、現状の日本基準に
おける収益認識の実務と大きく異なる。履行
義務の識別は、最終的に会社の収益計上額及
び計上時期に影響を与える重要なステップで
ある。
　また、IFRS15における収益認識モデルは、
顧客との契約から生じる資産又は負債及びそ
の変動に基づき、収益を認識及び測定すると
いう資産負債アプローチに基づいている。当
該収益認識アプローチは概念フレームワーク
における収益の定義と整合するものである。
収益認識基準の適用は、単なる会計処理の変
更ではなく、企業の業績管理のあり方にまで
影響を与える可能性がある。IFRS15は、長
期的に経済的実質が同じ取引について実務的
多様性を除去し、企業、産業、国、資本市場
間の比較可能性が高くなり、情報利用者の意
思決定に役に立つものと考えられる。
Ⅲ　小売業における収益認識の論点とそ
の影響分析
１．小売業における収益認識の主な論点
　小売業における主な論点は、製品保証とポ
イントの付与（ステップ２）、変動対価の見
積り（ステップ３）、取引価格３）の履行義務
ごとへの配分（ステップ４）、ライセンスの
収益認識（ステップ５）などである。IFRS15
では、単一の契約が複数の契約を含む場合、
取引価格を独立販売価格の比率で別個の履行
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上高として計上することになる。
　いままで総額主義を採用している代理人の
場合は企業の収益額が減少するので、収益の
経営指標（売上高利益率など）に影響が生じ
ることとなる。また、資産の所有権が会社へ
移転する場合、本人とみなされる可能性が高
い。ただし、直送販売のように瞬間的な所有
権の移転については、代理人となる可能性が
高い。さらに、本人又は代理人の判定は、そ
れぞれの履行義務において検討されるべきで
ある。その場合、契約履行の主たる責任、在
庫リスク、価格決定の裁量権などが判断のポ
イントとなる。
３．ライセンスの供与についての検討
　ライセンスが知的財産にアクセスする権利
を提供するという約束である場合には、履行
義務は一定の期間にわたり充足される。次の
要件のすべてに該当する場合には、ライセン
スは企業の知的財産へのアクセスを提供する
こととなる。すなわち、（a）企業が基礎とな
る知的財産に著しく影響を与える活動を行う
という要求又は暗黙の了解がある。（b）顧客
は、そうした活動が実施されるにつれて、プ
ラス又はマイナスの影響に晒される。（c）そ
うした活動については、それが生じるにつれ
て顧客に財又はサービスが移転することはな
いことである（IFRS15, B58）。また、ライセ
表１　小売業に影響を与える主な論点
IFRS15 日本
消化仕入 ・企業が本人と判断されれば総額で、代理人と判断さ
れれば純額で認識される。
・本人か代理人かについては、「財又はサービスが顧客
に移転される前に企業が当該財又はサービスを支配
しているか」によって判断される（IFRS15, B34）。
・一般的な定めはなく、実務では、代
理人取引であっても、総額表示する
処理と純額表示する処理の両方が行
われている。
ライセンス ・ライセンスは、知的財産へのアクセス権利、または
知的財産を使用する権利に分類される。
・アクセス権（フランチャイズ権や商標権など）は、
履行義務の進捗に応じて、一定期間にわたり、収益
を認識する。
・使用権（ソフトウェア、メディア・コンテンツ、特
許権等）は、使用権を提供した一定時点で収益認識
される。（IFRS15, B56）
・ライセンス契約に追加の財又はサー
ビスの提供の義務があれば、義務充
足期間にわたり修正を認識するか、
完了時点まで収益の認識を繰り延べ
る。そうした義務がなければ、契約
時点で全額を収益認識する場合があ
る。
ポイント制度 ・ポイントを顧客に付与するものは、別個の履行義務
として会計処理する対象となる。
・ポイント制度に係る負債は、将来の無償又は値引価
格での財又はサービスの提供に対する前払い（売価
に基づく繰延収益）である。
・企業間提携などによるポイント付与（本人の場合：
取引総額の収益、代理人の場合：報酬又は手数料相
当額のみの収益）（IFRS15, par.26,74-78、 B39-B43）。
・販売インセンティブ、値引きとして、
原価に基づく引当金処理を行ってい
る。
返品権付販売 ・返品額を見積り、返品が見込まれる部分は返品債務
（返金負債）として計上する。
・返品債務の決済時に、製品回収資産（返品権）を認
識し、対応する売上原価の修正を行う。
・同種、同質、等価などの交換は、当該基準の適用対
象とならない。
・欠陥製品の交換などは、製品保証の対象になると考
えられる。（IFRS15, B21-25）
・現行の実務では、販売時に対価の全
額が収益として認識されるとともに、
商品・製品の返品が見込まれる場合、
過去の返品実績等に基づき返品調整
引当金が計上され、その引当金の繰
入額については売上総利益の調整と
して表示される。
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ンス導出（特許に係る取引）には様々な財・
サービスの提供義務が含まれるが、何をもっ
てライセンス供与を独立した履行義務として
識別するかの判断が困難な場合がある。ライ
センス契約おいて、継続的な義務の存在は重
大な判断要因となる。
　ライセンス供与の後に企業が行う活動が、
固定のライセンス設定料の収益認識時点を決
定することとなるが、著しい影響を与えるか
否か明確ではない場合も多い。このように、
ライセンスの供与において、著しい影響を与
えるか否かが明確でない場合もあり、使用者
の観点からも考慮して収益認識時期を判定で
きる規定の開発が必要であると考えられる
（山本2017, 120-121頁）。このような問題を回
避するために、フランチャイズ契約の場合は
具体的に提供する財・サービスの内容を明確
にしておかなければならない。
４．ポイントの会計処理についての検討
　家電量販店などで、商品を購入すると特典
としてポイントが付与されることがある５）。
IFRS15を適用した場合、引当金を計上する
日本の実務と比較して、収益の計上額が異な
る点に留意する必要がある。従って小売業な
どが顧客にポイントを付与する場合、その収
益の認識時点が変わる可能性がある。これま
ではポイントを費用として認識していたが、
今後は売上高から控除されることとなる。
　IFRS15の適用により、多くの未消化ポイ
ントを有する企業、特にポイントと交換され
る財又はサービスの利益率が高い企業に大き
な影響を及ぼす可能性がある（河野・下村
2017, 201頁）。従って、ポイントの会計処理
規定の強制適用においては、引当金処理の不
適切な理由、独立販売価格に基づく取引価格
への配分、収益の負債認識の必要性を理論的
に説明することが求められる。企業によって
は、ポイント付与率の変動や販売を伴わない
ポイント付与があるため、ポイント部分の契
約負債残高とポイント残高の関連性がなくな
ることもあり得る。
５．返品権付販売の会計処理についての検討
　顧客との契約の中には、企業が製品の支配
を顧客に移転するとともに、その製品をさま
ざまな理由（製品への不満など）で返品権の
付与により、次の組合せのいずれかを受ける
権利を顧客に付与するものがある（IFRS15, 
B20）。すなわち、（a）支払った対価の全額又
は一部の返金、（b）企業に対して負っている
か又は負う予定の金額に適用することのでき
る値引、（c）別の製品への交換などである。
　企業は、返品権付の製品の移転契約を結ん
でいる場合、返品による見込額を差し引いて、
これらの契約に関する収益を認識する。その
ためには、次の金額を認識する（IFRS15, 
B21）。（a）返品の見積りを控除した販売品
の収益、（b）返金負債 、（c）返金負債の決済
時に顧客から回収する権利についての資産
（及び対応する売上原価の修正など）。返金負
債と資産は、各報告期間末に見込みの変動に
ついての見直しを行い、それに対応する調整
を収益（又は収益の減額）として認識するこ
ととなる。
　IFRS15を適用した場合、返品権付販売に
ついては、返品が見込まれる商品などの対価
を除いた対価で収益を計上することとされ、
これまでの実務のように販売時に対価の全額
を収益として計上することは認められなくな
る可能性が高い（河野・下村2017, 222-223頁）。
従って、現行の実務で適用される返品に関す
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価→納品）の収益認識である。例えば、設計
図や試作品を引き渡す段階でも、合意された
仕様を満たしていることが客観的に判断でき
るのであれば、その時点で収益を認識するこ
とも考えられる６）。製造業における主な影響
については、＜表２＞のように、製品保証、
変動対価、買取契約を中心に考察する。
２．製品保証の処理についての検討
　製品保証が品質保証型又はサービス型のい
ずれに該当するかを判断する際には、単に保
証期間の比較検討だけでなく、その保証の内
容、製品の性質や実務慣行、競合他社製品等
の要因も考慮する必要がある（新日本有限責
任監査法人2018, 165頁）。品質保証型とサー
ビス型の区分要因としては、（a）製品保証が
法律で要求されているかどうか。（b）保証対
象期間の長さ。（c）実施する作業の内容など
である（IFRS15, B31）。販売後、無料の研修
サービス又はメンテナイスプランの提供など
は、追加サービスとして別途履行義務が存在
するかを検討する必要がある。保証が履行義
務でない場合、引当金処理の検討が必要であ
る。
　製造業では、累積する契約コストから、進
捗度の測定、収益が一定の期間又は一時点で
認識されなければならないか、財又はサービ
スが別個の履行義務かどうかの判断、顧客の
検収、業績ボーナス、及び支配の移転につい
ての実務への影響などが問題となる。また、
製造業では、製品が合意された仕様に従って
機能するという保証（性能保証）をつけるこ
とが一般的である。販売時に約束された保証
が性能保証のみである場合には、企業会計原
則注解（注18）に定める引当金として処理す
ることになるため、従前の会計処理と変わら
る引当金との検討が必要となる。
　また、返品回収権利としての返品資産を、
返金負債とは別途認識するため、純額での返
品調整引当金の処理が認めなくなる。返金負
債は財の移転義務ではなく、返金義務である
ため、契約負債に該当しない。従って、より
透明性のある情報を提供するために、返品資
産を棚卸資産とは区別して計上し、返金負債
と返品資産を両建てで（総額で）表示しなけ
ればならない。
Ⅳ　製造業における収益認識の論点とそ
の影響分析
１．製造業における収益認識の主な論点
　製造業における主な論点は、契約の結合（ス
テップ１）、製品保証と契約の変更（ステッ
プ２）、変動対価の認識（ステップ３）、独立
販売価格の配分（ステップ４）、履行義務の
進捗度による認識（ステップ５）などである。
IFRS15では、契約について次の要件のいず
れかを満たす場合は単一の契約として処理さ
れる（IFRS15, par.17）。（a）複数の契約が、
単一の商業的な目的を有するパッケージとし
て交渉されている。（b）１つの契約で支払わ
れる対価の金額が、他の契約の価格または左
右に履行される。（c）複数の契約で約束した
財又はサービスが単一の履行義務に含まれる。
　製造業では、（a）数量値引き、（b）リベート、
（c）インセンティブの支払など重要な変動価
格契約が一般的である。例えば、リベートに
ついては、日本基準では会計処理について明
確にされていないため、慣行的に販売費用と
して処理することが一般的である。一方、
IFRSでは収益の控除として取り扱われる。
製造業で論点となるのは受託開発（受注→仕
様設計→基本設計→詳細設計→試作→試作評
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ない。
　しかしながら、性能保証に加えて追加的な
支払なしに購入日から一定期間にわたり、製
品の操作方法について訓練サービスを受ける
権利を顧客に提供するといったような保証を
つけた場合には、製品の提供とは別の履行義
務が生じることになる。このような場合には
取引価額を２つの履行義務（製品及び訓練
サービス）に配分し、それらの履行義務充足
時に（又は充足するにつれて）収益を認識す
ることとなる。
３．変動対価の処理についての検討
　変動対価に該当する価格譲歩は顧客との関
係を強化し、当該顧客への将来の販売を促進
するために付される場合がある。一方、契約
で合意された対価に関する顧客の支払い不履
行リスクを受け入れることを選択する場合も
あり、その場合には貸倒費用として会計処理
される。価格譲歩と貸倒費用との区別は非常
に判断を要する分野である（河野・下村
2017, 97頁）。
　現行の日本基準には、変動対価に係る具体
的な見積方法は定めていないが、販売インセ
ンティブ、返品、低価格などの変動対価の見
積りを行っている場合であっても、その見積
方法は過去の実績に基づく方法など、各企業
の取引実態に応じて様々な方法が採用されて
いる。また、販売インセンティブや返品など
については、財又はサービスが移転された時
点で（又は実務的には決算日に）、収益認識
累計額に係る制限を考慮後のこれら変動対価
の見積額を控除した金額で収益が計上される
ことになり、日本基準のもとでの現行実務に
表２　製造業に影響を与える主な論点
IFRS15 日本
製品保証 ・品質保証型の製品保証：IAS37に従って保証提供の費用を引
当金として処理する。
・サービス型の製品保証：製品の販売とは区別して、独立し
た履行義務として処理する。
・区分できない場合には、一括して単一の履行義務として会
計処理する。（IFRS15, B29-32）
・実務では、製品お販売契約に保証
が付されている場合、製品販売時
に収益を全額計上し、合理的に見
積もられた製品保証コストを製品
保証引当金として計上している。
変更対価 ・変動対価の見積りは、過去の価格改定の実績や現在の改訂
交渉状況に基づく必要があり、その見積方法は期待値法や
最頻値法を用いる。
・認識する収益金額は重大な戻入が生じない可能性が非常に
高い範囲に制限される。
・変動対価の制限規定は、収益が過大に計上され、事後的に
収益の戻入が生じることを防ぐための規定である。（IFRS15, 
par.50-57）
・販売インセンティブ、返品、低価
格などの変動対価の見積りを行っ
ている場合には、各企業の実態に
応じて、引当金、未払金、あるい
は販売促進費用として計上する等
様々である。
買取契約 ①先渡契約（買戻す義務）及びコール・オプション（買戻す
権利）の場合
・支配が顧客に移転していないものと捉えられるため、収益
は認識されない。
・販売価格＜買戻価格：リース取引
・販売価格＞買戻価格：金融取引（融資契約）
②プット・オプション（買戻す義務）の場合 ・権利行使の経
済的インセンティブを考慮し、当初販売時点で支配が顧客に
移転しているか否かを判断する。
・支配が移転していない場合：リース取引、又は金融取引
・支配が移転している場合：返品権付販売　（IFRS15, B64-73）
・別々の契約であっても当初販売契
約と買戻契約を一体として捉えて
いる。実務上契約の法的形態に基
づき、売上と仕入をそれぞれ認識
している場合もある。
― 130 ―
埼玉学園大学紀要（経済経営学部篇）　第18号
ンスだけでなく、契約の結合、本人当事者が
代理人かの判断、及び現金以外の対価に関す
るガイダンスも参照する必要がある（河野・
下村2017, 231-233頁）。
Ⅴ　建設業における収益認識の論点とそ
の影響分析
１．建設業における収益認識の主な論点
　建設業における主な論点は、契約の結合と
契約の変更（ステップ１）、履行義務の区別（ス
テップ２）、変動対価の見積り（ステップ３）、
独立販売価格の算定（ステップ４）などであ
る。また、ステップ５において、建設工事は
長期にわたって行われるものも多く、履行義
務が一時点で充足されるか、一定の期間にわ
たり充足されるかが特に重要になる。
　建設業界では、発注者と元請間、元請と下
請間、下請間で複数の契約がほぼ同時に締結
されることが見受けられる。従って、契約間
の内容を考慮し、どの契約とどの契約を一体
とみなすかが重要となる。建設業の場合、契
約金額が大きく、また複数の履行義務を区別
する可能性もあるため、配分が特に重要かつ
難しいケースが多い。工事契約の場合、様々
な施工作業が含まれることから、それぞれの
財・サービスを別個の履行義務として区別す
べきか、契約内容に照らし、慎重に区別する
必要がある。
　IFRS15では、変動対価が含まれる契約の
取引価格を見積る際に、企業はまず、権利を
得ることとなる対価の金額を最も適切に予測
できる方法を「期待値」または「最も可能性
の高い金額」のいずれかから選択される。ま
た、一定の期間にわたり充足される履行義務
の場合、進捗度の測定方法としては、アウト
プット法とインプット法をあげている。建設
比べて当初の収益認識額が小さくなる可能性
がある（河野・下村2017, 99-100頁）。
　また、リベートを払う可能性が高くなった
時点で収益を減額する会計処理や、顧客との
交渉状況に応じて収益金額を見直す会計処理
が容認されるか否かが焦点となる。顧客への
支払いの表示の扱いが変更されることによっ
て、売上高総利益率などの業績指標が変更さ
れ、業績管理に影響を生じる可能性がある。
従って、変動対価を見積る際には、例えば、
販売インセンティブの場合、顧客との契約だ
けでなく、過去の商慣習、合理的な値引きの
見積りができるか否かがポイントである。な
お、対価に変動性があったとしても、変動対
価の見積りや制限の適用といった収益認識の
実務に変更を及ばさない場合も考えられる。
４．買戻契約の処理についての検討
　IFRSでは、買取契約を３つに区分し、当
初販売価格と買戻価格との関係や買い手が権
利行使を行う重要な経済的インセンティブの
有無などに基づき、これらの契約を返品権付
販売取引、リース取引、又は金融取引のいず
れかに分類し、各々に応じて会計処理を行う
ことが求められている。先渡契約及びコール
オプションは、顧客が資産を支配しておらず、
便益獲得が制限されているため、収益を計上
することができず、リース取引又は融資取引
として会計処理される。
　日本では、包括的な規定はなく、また、別々
の契約であっても当初販売契約と買戻契約を
一体として捉え、その実態に応じて会計処理
することは明示的に求められていない。日本
の実務では、例えば、有償支給取引は買戻契
約に該当し、金融取引として処理することと
なる可能性がある。その場合は、当該ガイダ
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要となる。また、工事完成までに会計年度を
またがることで、財務諸表に表示される収益
の金額も大きく変わる可能性もある。
　IFRSにおいて一定の期間にわたり履行義
務が充足される要件を満たす場合には工事進
行基準が適用されるため、日本の工事契約会
計基準との差異はないと考えられる。ただし、
IFRSで要求されている一定の期間にわたり
充足される履行義務の要件の判断が困難であ
るという意見や、規定の解釈が難しく工事１
件ごとに工事進行基準に該当するかの判断を
行うことは、実務上困難であると考えられる。
　また、IFRSにおいては、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積もることができ
ない場合には、発生したコストの範囲内で回
収が見込まれる金額で収益を認識する原価回
収基準が適用されると考えられる。工事契約
会計基準において、簡便的に取り扱われてい
業における影響については、＜表３＞のよう
に、工事契約、契約変更、契約コストを中心
に考察する。
２．工事契約の処理についての検討
　IFRS15の適用により、一定期間にわたり
収益を認識する場合、その対象範囲が変更さ
れ、結果として収益認識時点が変わる可能性
がある。例えば、日本基準上、工事完成基準
を適用する工事であっても、IFRS上は期間
費用として処理され、当該原価の回収ができ
る範囲で収益を計上する場合も生じる。また、
長期請負工事の場合、工事の進捗度に応じて、
工事進行基準に類似する方法が認められるか
否かが論点となる７）。新たな原価回収基準を
用いることにより、取引の記帳業務から財務
諸表の作成まで、会計処理の変更における現
場の負担、そして、システム変更の費用が必
表３　建設業に影響を与える主な論点
IFRS15 日本
工事契約 ・契約対象物の形態に関係なく、履行義務の要件のいずれか
を満たすか否かにより、収益を一定期間にわたり認識すべ
きか、又は一時点で認識すべきかが決まる。
・一定期間に収益を認識するために履行義務充足の進捗度を
測定する必要がある。
・履行義務充足の進捗度測定：アウトプット法、インプット
法（IFRS15, par.35） 
・工事契約の処理において、成果の
確実性がある場合、工事進行基準
を適用される。成果の確実性が満
たされない場合には工事完成基準
が適用される。
契約変更 ・契約変更（変更指示、変形、修正）は、別個の履行義務の
単なる追加である場合を除き、当初の契約の修正として会
計処理される。
・これらの契約獲得の結果として資産を認識する場合は、企
業は適切な償却パターンを決定し、減損処理を行うことが
求められる。（IFRS15, par.20-21）
・実務では、契約変更は当初の工事
契約とは別の認識の単位として扱
われないものとして、見積りの変
更として処理されること多く、契
約の法的形態に基づき別個の契約
として処理される場合もある。
契約コスト ①契約獲得の増分コスト
・販売促進費用、販売員への販売手数料、契約締結の法務費
用など。
・回収可能と見込まれるものは資産として認識する。
・資産の償却期間が１年以内の場合、発生時の費用 。（IFRS15, 
par.92）
②契約履行コスト
・一定の要件（契約の直接関連費用、回収可能見込額）を満
たす場合に限り、資産として認識する。（IFRS15, par. 95）
・実務上、実態に応じて、資産の取
得原価に含めるか、発生時に費用
処理することとなる。
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の見積りをどのように行うかが課題となり得
る。
４．契約コストの処理についての検討
　IFRS15においては、企業が特定の契約を
締結しなければ生じることのない契約を獲得
するためのコスト（契約獲得の増分コスト）
や顧客に財又はサービスが移転する際に発生
する契約を履行するためのコスト（契約履行
コスト）について、一定の要件を充足した場
合には契約コストとして資産化することを要
求している（IFRS15, par.91-98）。他方、日
本基準では、棚卸資産や固定資産など、コス
トの資産化の定めがIFRSの体系とは異なる
ため、収益基準において、特定のコストを資
産化する定めは設けていない（PwCあらた監
査法人2018, 258頁）。
　建設業者は、契約を獲得するために発生し
たコストについて、契約を獲得しなければ発
生しないコストか否か、また、契約獲得の有
無に関わらず発生するコストであるとしても、
そのコストを顧客に明示的に請求できるのか
を識別することが必要となる。日本の実務で
は、発生時に費用処理している場合が多いが、
関連する収益に対応させるため、発生時に仮
払金などに計上している例も見受けられる。
また、契約獲得の増分コストではない、つま
り資産化できない広告宣伝費のような巨額の
費用が収益に先行して計上されることとなる９）。
顧客との契約を獲得するために要する増分コ
ストのうち、回収可能と見込まれるものは資
産として認識され、資産計上されるコストの
範囲に変更が生じる可能性がある（IFRS15, 
par.91）。IFRS15の契約コストの規定に照ら
して、発生コストが資産化に適格か否かを判
断する必要がある。
る工期がごく短い工事契約についても、一定
の期間にわたり充足される履行義務の要件が
満たされる場合、原則として工事進行基準が
適用されることになる８）。
３．契約変更の処理についての検討
　契約の変更が発生したか否かの評価は契約
における権利及び義務に関する変更の可能性
に焦点を当てることとなる。従って、契約変
更が承認されているか、又は法的に強制可能
なものであることを示すまで、契約変更に関
連する収益は認識しない。契約の変更は、変
更された契約が別個の契約であるとみなされ
るか否か、また契約変更時に移転済みの財又
はサービスとまだ移転していない財又はサー
ビスとが区別できるか否かにより会計処理が
異なる（IFRS15, par.20-21）。例えば、契約
の変更内容が、原契約の設計変更や工期変更
等ではなく、追加工事の発注であるとみなさ
れる場合には、独立した契約として処理され
る可能性もある。
　日本の実務では、契約金額で収益認識され
るのに対し、IFRS上は相対的な独立販売価
格に基づき配分された金額で収益認識される
点で差異が生じる。そもそも両基準間で財又
はサービスの区別可能性（会計処理の単位）
の判断及び会計処理の単位への対価の配分方
法に差異が生じる可能性があり、IFRS15を
適用した場合には契約変更の会計処理が変更
される可能性がある（新日本有限責任監査法
人2016, 1260頁）。このように、契約変更前の
取引価格の変動性に起因している否かにより
会計処理が異なるため、取引価格の変動がど
のような要因によるものかを検討することが
必要である。建設業においては観察可能な販
売価格が存在しないため、実務上、変更対価
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基準の適用による影響は、業種やこれまでの実務
慣行と異なるため、適切に収益認識を行う体制の
構築にあたっては、各社の実態に応じてどのよう
な影響が生じる可能性があるのかを検討する必要
がある。
２）IFRS15の適用による影響が生じる主な論点は、
履行義務の識別（45％）、収益認識時期の変更
（39％）、契約コスト（33％）などである（新日本
有限責任監査法人2017, 10頁）。
３）取引価格は、実行された商取引から生じる会社
が受取る権利の算定であり、不確定要素を排除す
ることが必要である。また、対価の回収可能性が
契約の要件になっているため、貸倒見込額はそも
そも価格算定の考慮対象外である。
４）日本における新収益認識基準の設定で大きく影
響を受ける業種は百貨店である。新基準で売上高
が大きく目減りするが、利益には影響しないこと
が考えられる。例えば、日本経済新聞によれば、「花
王は2017年12月期から、IFRS15号を適用する。
支払手数料の一部を売上高から控除する必要があ
り、400億円の減収要因になる。損益には影響し
ない。IFRSを採用する花王は18年12月期から新
基準の適用義務があるが、１年前倒しする」とし
ている（日本経済新聞, 2017年１月５日）。
５）日本国内11業界の主要企業が2014年度に発行し
たポイント・マイレージの最少発行額は、8,495
億円と推計され、その３分の２はクレジットカー
ド会社、家電量販店、携帯電話事業者により発行
されているとみられる。2015年度以降、発行額は
堅調に伸び続け、2022年度には１兆967億円に達
する見込みである（NRI, 野村総合研究所2016年
10月）。
６）出荷基準による収益認識を継続適用することが
困難となる可能性がある。「支配の移転」が実質
的にどの時点で実現しているかを実務上慎重に検
討することが必要となる。
７）現在、工事契約（請負工事）の会計処理は、日
本基準とIFRSのいずれも、一定の条件を満たせ
ば工事進行基準が適用される。しかしながら、一
定の条件を満たさない場合、日本では工事完成基
準を適用するが、IFRSでは原価回収基準を適用
Ⅵ　むすび
　IFRS15の適用による影響について、収益
の認識時期及び金額は、単一の引渡対象物に
関する単純な契約については変更が生じない
こともあるが、ほとんどの複雑な契約につい
てはある程度の影響（売上高や各種の経営指
標など）を受けることとなる。IFRS15はそ
の影響が広範にわたり、十分な準備期間が必
要となるため、早期適用している企業は世界
的には多くない状況である。現行の日本基準
の実務が多様なため、包括的な基準への履行
の影響は同業他社と必ずしも同様とならない
可能性がある。
　2018年度から収益認識に関する新しいルー
ルが適用となり、売上高に与える影響額を開
示する企業が相次いでいる。新ルールの導入
後は前期までの売上高と比較する際に注意が
必要となる。特に、日本の新収益認識基準の
適用開始に向けて、顧客との契約を見直し、
企業内の体制を整備するという課題に直面し
ている。また、会計処理単位の変更は財務数
値に影響を与えるだけでなく、システム、営
業活動、顧客との契約内容などその他多くの
領域にも重大な影響を及ぼす可能性がある。
新基準の適用上の課題として、早い段階での
適用範囲の議論及び重要性を加味した簡便な
処理が認められる範囲の検討が求められる。
注
１）企業会計基準第29号及び企業会計基準適用指針
第30号の適用対象となるのは全上場企業約3600社
である。ASBJは2021年４月からIFRS15にならっ
た新収益基準を適用する見込みである。３月期決
算企業は2022年３月期から強制適用となる。この
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から生じる収益－」EY,2015年.
・KPMG「IFRS第15号顧客との契約から生じる収益」
KPMG, 2016年.
・日本経済新聞．
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・http://www.i-advisory.com．
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する。IFRS15が適用されると、条件が満たせな
い場合は現在の工事完成基準で処理を行うことが
できる案件でも、原価回収基準の適用となる。こ
れは、日本基準からの工事完成基準の廃止を意味
する。
８）工事進行基準と収益認識基準で異なるのは、進
捗度に応じて収益を計上するための条件である。
工事進行基準では、「工事収益総額、工事原価総額、
決算日における進捗度を、信頼性をもって見積る
ことができる場合」としているのに対し、収益認
識基準では「一定の期間、製品やサービスが顧客
企業に移転しているかどうか」を判断する条件が
別途、定められている。
９）例えば、光通信は2016年３月期よりIFRSを任
意適用しており、IFRS15は2016年３月期に遡っ
て適用された。光通信の決算説明資料（2018年３
月期通期）によれば、IFRS15の適用による2019
年３月期の増益インパクトは10億円程度を見込ん
でおり、IFRS15の適用前（2018年３月期）の獲
得コストの年次推移は、△317億であるが、適用
後（2019年３月期）は△350億円になることが予
想される。従って、IFRS15の適用後は契約獲得
を推進しやすくなることが予想される。
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